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令和５年第５回太良町議会（定例会第４回）

会期（案）

会 期 ８日間（１２月８日～１２月１５日）

日 次 月 日 曜 種 別 開会時刻 摘 要

第 １ 日 １２. ８ 金 本 会 議 ９時３０分

開会・会議録署名議員の指名

会期の決定・諸般の報告

議員派遣の件・行政報告

議案一括上程

町長の提案理由の説明

委員長報告

第 ２ 日 １２. ９ 土 休 会 －

第 ３ 日 １２.１０ 日 休 会 －

第 ４ 日 １２.１１ 月 （ 議 案 調 査 ）

第 ５ 日 １２.１２ 火 本 会 議 ９時３０分 一般質問

第 ６ 日 １２.１３ 水 本 会 議 ９時３０分 一般質問

第 ７ 日 １２.１４ 木 （ 議 案 調 査 ）

第 ８ 日 １２.１５ 金 本 会 議 ９時３０分 議案審議・討論・採決・閉会
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令和５年第５回太良町議会（定例会第４回）

議事日程第１号

第１日目 １２月８日（金） 午前９時３０分開議

日 程 件 名

日程第 １ 会議録署名議員の指名について

日程第 ２ 会期の決定について

日程第 ３ 諸般の報告について

日程第 ４ 議員派遣の件について

日程第 ５ 行政報告について

日程第 ６
議案一括上程

町長提案 諮問第 ４号

議案第７２号 ～ 議案第９５号

町長の提案理由の説明

日程第 ７ 委員長報告

総務常任委員会（行政視察）

経済建設常任委員会（所管事務調査）



３

提 出 議 案 目 録

諮問第 ４号 人権擁護委員候補者の推薦について

議案第７２号 太良町漁業集落排水事業の設置等に関する条例の制定について

議案第７３号 太良町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一

部を改正する条例の制定について

議案第７４号 太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第７５号 太良町議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部を改正する条例

の制定について

議案第７６号 町長等の諸給与条例の一部を改正する条例の制定について

議案第７７号 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第７８号 太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について

議案第７９号 太良町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

議案第８０号 太良町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例の制定について

議案第８１号 太良町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例の制定について

議案第８２号 太良町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第８３号 太良町簡易水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第８４号 太良町過疎地域持続的発展計画の変更について



４

議案第８５号 辺地に係る総合整備計画の策定について

議案第８６号 佐賀県市町総合事務組合規約の変更について

議案第８７号 指定管理者の指定について

議案第８８号 指定管理者の指定について

議案第８９号 令和５年度太良町一般会計補正予算（第６号）について

議案第９０号 令和５年度太良町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）について

議案第９１号 令和５年度太良町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）について

議案第９２号 令和５年度太良町漁業集落排水特別会計補正予算（第３号）について

議案第９３号 令和５年度太良町簡易水道事業会計補正予算（第３号）について

議案第９４号 令和５年度太良町水道事業会計補正予算（第３号）について

議案第９５号 令和５年度町立太良病院事業会計補正予算（第２号）について

上記のとおり

令和 ５年１２月 ８日

太良町長 永 淵 孝 幸



５

議 員 派 遣 の 報 告

令和５年１２月８日

本議会は、地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第１２３条の規定により、次のとおり

議員を派遣したので報告する。

１ 令和５年度 一期目議員研修会

（１） 目 的 改選町の一期目議員を対象とした研修

（２） 派遣場所 佐賀県市町会館

（３） 期 間 令和５年１０月３１日

（４） 派遣議員 峰議員、森田議員、大鋸議員

２ 令和５年度 市町村議会議員研修「１年目議員のために」

（１） 目 的 地方議員としての大切なルールを確認し、議員として理解しておくべき

基本的な事項を学んだうえで、議員としての責任や役割について考え、

これからの議員活動を支える基礎力を養う。

（２） 派遣場所 滋賀県大津市「全国市町村国際文化研修所」

（３） 期 間 令和５年１１月８日～１０日

（４） 派遣議員 峰議員

３ 令和５年度 町議会広報研修会

（１） 目 的 議会活動に対する住民の理解と関心を深めることが要請されていること

にかんがみ、議会広報の向上発展に資するため

（２） 派遣場所 佐賀県市町会館

（３） 期 間 令和５年１１月２０日

（４） 派遣議員 議会広報編集特別委員会委員 ５人



６

議 員 派 遣 の 件

令和 ５ 年１２月 ８ 日

本議会は、地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第１２３条の規定により、次のとおり

議員を派遣するものとする。

１ 第２６回市町行政講演会

（１） 目 的 地方自治体に携わるものとしての職務遂行に必要な知識および諸情報を

取得して、更なる活性化を図り住民福祉の向上に資する。

（２） 派遣場所 佐賀市文化会館

（３） 期 間 令和６年２月５日

（４） 派遣議員 全議員



７

諮問第４号

人権擁護委員候補者の推薦について

人権擁護委員の候補者に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定に基づき、議会の意見を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

記

住 所

氏 名 岡 絵里子

生年月日

（提案理由）

令和６年６月３０日をもって任期満了となる岡絵里子氏を継続推薦するに当

たり、議会の意見を求めるため、この案を提出する。
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議案第７２号

太良町漁業集落排水事業の設置等に関する条例の制定について

太良町漁業集落排水事業の設置等に関する条例を別紙のとおり制定したいの

で、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

地方公営企業法の一部を適用するにあたり、必要な事項を定めるため太良町

漁業集落排水事業の設置等に関する条例を制定したいので、この案を提出す

る。
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別紙

太良町漁業集落排水事業の設置等に関する条例（案）

(設置)

第 1条 漁業集落の生活環境の向上を図るため、漁業集落排水事業を設置する。

(法の財務規定等の適用)

第２条 地方公営企業法(昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。)第２

条第３項及び地方公営企業法施行令(昭和２７年政令第４０３号)第１条第２

項の規定により、漁業集落排水事業に法第２条第２項に規定する財務規定等

を適用する。

(経営の基本)

第３条 漁業集落排水事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福

祉を増進するように運営されなければならない。

２ 漁業集落排水処理施設の名称、位置及び区域は、別表に掲げるとおりとする。

(重要な資産の取得及び処分)

第４条 法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない漁業集落

排水事業の用に供する資産の取得及び処分は、予定価格(適正な対価を得てす

る売払い以外の方法による譲渡にあっては、その適正な見積価額)が 700 万円

以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡(不動産の信託の場合を除

き、土地については、1 件５,０００平方メートル以上のものに係るものに限

る。)又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とする。

(議会の同意を要する賠償責任の免除)

第５条 法第３４条において準用する地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第

２４３条の２の８第８項の規定により漁業集落排水事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当該

賠償責任に係る賠償額が 10 万円以上である場合とする。

(会計事務の処理)

第６条 法第３４条の２ただし書の規定により、漁業集落排水事業の出納その

他の会計事務のうち次に掲げるものに係る権限は、会計管理者に行わせるも

のとする。

(１) 公金の収納又は支払に関する事務

(２) 公金の保管に関する事務

(３) 帳票の管理に関する事務

(４) 収入伝票、支払伝票等の発行に関する事務

(議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等)
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第７条 漁業集落排水事業の業務に関し法第４０条第２項の規定により条例で

定めるものは、負担付きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその目的物の

価額が10万円以上のもの及び法律上町の義務に属する損害賠償の額の決定で

当該決定に係る金額が 10 万円以上のものとする。

(業務状況説明書類の作成)

第８条 町長は、漁業集落排水事業に関し、法第４０条の２第１項の規定により、

毎事業年度４月１日から９月３０日までの業務の状況を説明する書類を１１

月３０日までに、１０月１日から３月３１日までの業務の状況を説明する書

類を５月３１日までに作成しなければならない。

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するととも

に、１１月３０日までに作成する書類においては前事業年度の決算の状況を、

５月３１日までに作成する書類においては同日の属する事業年度の予算の概

要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなければならない。

(１) 事業の概況

(２) 経理の状況

(３) 前２号に掲げるもののほか、漁業集落排水事業の経営状況を明らかに

するため町長が必要と認める事項

３ 天災その他やむを得ない事故により、第１項に規定する期日までに同項の

業務の状況を説明する書類を作成することができなかった場合においては、

町長は、できるだけ速やかにこれを作成しなければならない。

(委任)

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

(施行期日)

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

(太良町特別会計条例の廃止)

２ 太良町特別会計条例(昭和３９年太良町条例第１２号)は、廃止する。

(太良町職員定数条例の一部改正)

３ 太良町職員定数条例(昭和３０年太良町条例第４号)の一部を次のように改

正する。

第２条第１項第１号中「９０名」を「８８名」に改め、同項中第９号を第

１０号とし、第４号から第８号までを１号ずつ繰り下げ、第３号の次に次の

１号を加える。

(４) 漁業集落排水事業職員 ２名
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(太良町漁業集落排水処理施設事業受益者分担金の徴収に関する条例の一部

改正)

４ 太良町漁業集落排水処理施設事業受益者分担金の徴収に関する条例(平成

１０年太良町条例第６号)の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

太良町漁業集落排水事業受益者分担金の徴収に関する条例

第1条中「漁業集落排水処理施設事業」を「漁業集落排水事業」に改める。

(太良町漁業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部改正)

５ 太良町漁業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例(平成１２年太

良町条例第２１号)の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

太良町漁業集落排水事業の管理に関する条例

第１条の見出しを「(趣旨)」に改め、同条中「この条例は、」を削り、「図

るため」を「図るために設置する」に改め、「(以下「施設」という。)を設置

し、本施設」を削り、「関して」を「関しては、」に改める。

第２条を次のように改める。

第２条 削除

別表第１を次のように改める。

別表第１ 削除

別表(第３条関係)

施設の名称 終末処理施設の位置 処理区域

竹崎浄化センター 太良町大字大浦字竹崎甲１番１５ 竹崎地区(甲６４１

番３及び甲４９３

番４を除く。)



１２

議案第７３号

太良町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

太良町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例を別紙のとおり制定したいので、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の

一部を改正する法律が公布されたことに伴い条例の一部を改正する必要が生じ

たため、この案を提出する。



１３

別紙

太良町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例

太良町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例を改正する

条例(平成27年太良町条例第21号)の一部を次のように改正する。

別表第2中「国民健康保険法(昭和33年法律第192号)又は高齢者の医療の確保

に関する法律(昭和57年法律第80号)による医療に関する給付の支給又は保険料

の徴収に関する情報(以下「医療保険給付関係情報」という。)であって規則で

定めるもの」を「健康保険法(大正11年法律第70号)、船員保険法(昭和14年法

律第73号)、私立学校教職員共済法(昭和28年法律第245号)、国家公務員共済組

合法(昭和33年法律第128号)、国民健康保険法(昭和33年法律第192号)、地方公

務員等共済組合法(昭和37年法律第152号)又は高齢者の医療の確保に関する法

律(昭和57年法律第80号)による医療に関する給付の支給又は保険料の徴収に関

する情報(以下「医療保険給付関係情報」という。)であって規則で定めるも

の」に改める。

別表第２の７項及び８項を削る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第７４号

太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

制定したいので、議会の議決を求める。

令和５年１２月 ８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

育児休業をしている職員に係る期末手当の支給対象に会計年度任用職員を加

えるため、太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正したいので、こ

の案を提出する。
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別紙

太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案）

太良町職員の育児休業等に関する条例（令和４年太良町条例第１号）の一部

を次のように改正する。

第7条第1項中「(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の2第1項に規定

する会計年度任用職員(以下「会計年度任用職員」という。)を除く。)」を削る。

第8条中「(会計年度任用職員を除く。)」を「(地方公務員法第22条の2第1項に

規定する会計年度任用職員(以下「会計年度任用職員」という。)を除く。次項に

おいて同じ。」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第７５号

太良町議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部を

改正する条例の制定について

太良町議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定したいので、議会の議決を求める。

令和５年１２月 ８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

佐賀県人事委員会勧告に基づき、太良町議会議員の期末手当の支給割合を改

定するため、太良町議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部を改正

したいので、この案を提出する。
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別紙

太良町議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部を

改正する条例（案）

第 1 条 太良町議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例（昭和３０年太良

町条例第５号）の一部を次のように改正する。

第５条第２項中「１００分の１６５」を「１００分の１７５」に改める。

第２条 太良町議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部を次のよう

に改正する。

第５条第２項中「１００分の１７５」を「１００分の１７０」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行し、令和５年１２月１日から適用する。た

だし、第２条の規定は、令和６年４月１日から施行する。

（期末手当の内払い）

２ 第１条改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の条例の規

定に基づいて支給された期末手当は、改正後の条例の規定による期末手当の

内払いとみなす。
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議案第７６号

町長等の諸給与条例の一部を改正する条例の制定について

町長等の諸給与条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、

議会の議決を求める。

令和５年１２月 ８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

佐賀県人事委員会勧告に基づき、町長等の期末手当の支給割合を改定するた

め、町長等の諸給与条例の一部を改正したいので、この案を提出する。
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別紙

町長等の諸給与条例の一部を改正する条例（案）

第１条 町長等の諸給与条例（昭和３１年太良町条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。

第４条第３項中「１００分の１６５」を「１００分の１７５」に改める。

第２条 町長等の諸給与条例の一部を次のように改正する。

第４条第３項中「１００分の１７５」を「１００分の１７０」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行し、令和５年１２月１日から適用する。た

だし、第２条の規定は、令和６年４月１日から施行する。

（期末手当の内払い）

２ 第１条改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の条例の規

定に基づいて支給された期末手当は、改正後の条例の規定による期末手当の

内払いとみなす。
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議案第７７号

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいの

で、議会の議決を求める。

令和５年１２月 ８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

佐賀県人事委員会勧告に基づき、職員の給与に関する条例の一部を改正した

いので、この案を提出する。
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別紙

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和３０年太良町条例第７号）の一部を次

のように改正する。

第１７条第２項中「１００分の１２０」を「１００分の１２５」に同条第３

項中「１００分の６７．５」を「１００分の７０」に改める。

第１８条第２項第１号中「１００分の１００」を「１００分の１０５」に、同

項第２号中「１００分の４７．５」を「１００分の５０」に改める。

別表第１を次のように改める。

別表第１（別紙）

第２条 職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

第１７条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に同条

第３項中「１００分の７０」を「１００分の６８．７５」に改める。

第１８条第２項第１号中「１００分の１０５」を「１００分の１０２．５」

に同項第２号中「１００分の５０」を「１００分の４８．７５」に改める。

附 則

（施行期日等）

第１条 この条例は、公布の日から施行し、令和５年１２月１日から適用する。

ただし、第２条の規定は、令和６年４月１日から施行する。

２ 第 1条の規定による別表第１の改正は、令和５年４月１日から適用する。

（給与の内払い）

第２条 改正後の給与条例の規定を適用する場合には、第１条の規定による改

正前の給与条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の給与条例の規

定による給与の内払いとみなす。
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別表第1(第3条関係)

行政職給料表

職務の級 1級 2級 3級 4級 5級 6級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円

1 162,100 209,300 241,800 272,600 296,900 326,300

2 163,300 210,900 243,200 274,200 298,900 328,500

3 164,500 212,400 244,600 275,700 301,100 330,800

4 165,600 213,900 246,000 277,300 303,100 332,900

5 166,700 215,400 247,200 278,800 305,000 334,900

6 167,900 217,100 248,900 280,400 307,300 336,900

7 169,000 218,800 250,300 282,200 309,600 338,900

8 170,100 220,400 251,700 284,000 311,600 340,900

9 171,100 222,000 252,700 285,800 313,300 342,900

10 172,500 223,600 254,100 287,800 315,600 344,900

11 173,900 225,100 255,500 289,800 317,800 347,100

12 175,200 226,500 256,800 291,800 319,900 349,100

13 176,400 227,600 258,000 293,700 322,000 351,100

14 177,900 229,000 259,300 295,700 324,000 353,200

15 179,500 230,400 260,400 297,700 326,000 355,100

16 181,100 231,800 261,500 299,700 327,900 357,000

17 182,200 233,200 262,800 301,300 329,900 358,900

18 183,600 234,800 264,400 303,300 332,000 360,900

19 185,100 236,300 265,700 305,300 334,000 362,700

20 186,500 237,700 267,100 307,200 336,000 364,600

21 187,800 238,900 268,300 309,100 337,900 366,500

22 190,200 240,400 269,800 311,000 340,000 368,400

23 192,400 241,800 271,400 312,900 342,000 370,300

24 194,700 243,200 273,000 314,800 343,900 372,300

25 196,900 244,200 274,600 316,600 345,400 374,100

26 198,600 245,600 276,500 318,700 347,400 376,000

27 200,300 247,000 278,200 320,700 349,300 378,000

28 201,900 248,100 280,000 322,700 351,200 379,900

29 203,300 249,200 281,700 324,700 352,800 381,400

30 204,900 250,100 283,400 326,700 354,700 383,300

31 206,400 251,000 285,100 328,700 356,500 385,100

32 207,900 251,900 286,800 330,800 358,400 386,600
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33 209,300 252,800 288,400 332,100 360,100 388,300

34 210,600 253,700 290,200 334,100 361,900 389,800

35 211,800 254,600 292,000 336,100 363,700 391,200

36 213,000 255,400 293,700 338,100 365,400 392,600

37 214,200 256,200 295,200 339,900 366,800 393,900

38 215,400 257,500 296,900 341,900 368,200 395,200

39 216,500 258,700 298,500 343,900 369,500 396,400

40 217,600 259,800 300,100 345,800 370,800 397,500

41 218,700 260,900 301,800 347,500 372,000 398,600

42 219,700 262,200 303,400 349,400 372,900 399,800

43 220,700 263,500 305,100 351,300 374,000 401,100

44 221,700 264,700 306,600 353,100 375,100 402,200

45 222,700 265,900 308,400 354,600 375,800 402,900

46 223,600 267,200 310,000 356,000 376,700 403,600

47 224,500 268,500 311,600 357,500 377,600 404,300

48 225,300 269,700 313,200 359,000 378,600 405,000

49 226,100 270,800 314,200 360,500 379,500 405,600

50 227,000 271,900 315,700 361,300 380,300 406,200

51 227,900 273,000 317,200 362,400 381,100 406,800

52 228,800 274,100 318,900 363,400 381,900 407,200

53 229,500 275,200 320,400 364,300 382,600 407,600

54 230,400 276,300 322,000 365,400 383,300 407,900

55 231,200 277,400 323,600 366,300 384,000 408,200

56 231,900 278,500 325,100 367,500 384,800 408,500

57 232,300 279,500 326,400 368,400 385,300 408,800

58 233,100 280,500 327,600 369,100 385,800 409,100

59 233,800 281,500 328,800 369,800 386,400 409,400

60 234,400 282,500 329,900 370,500 387,100 409,700

61 234,900 283,500 330,600 370,900 387,500 410,000

62 235,600 284,600 331,500 371,500 388,200 410,300

63 236,100 285,500 332,300 372,200 388,800 410,600

64 236,600 286,400 333,100 373,000 389,400 410,900

65 237,100 287,000 334,000 373,300 389,900 411,200

66 237,700 287,700 334,400 374,000 390,500 411,500

67 238,300 288,400 335,000 374,700 391,100 411,800

68 238,900 289,300 335,800 375,400 391,700 412,100

69 239,300 290,300 336,600 375,700 392,100 412,300
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70 239,800 291,100 337,300 376,300 392,600 412,600

71 240,300 291,900 338,000 377,000 393,100 413,000

72 240,800 292,700 338,700 377,600 393,700 413,300

73 241,200 293,300 339,200 377,900 394,000 413,500

74 241,800 293,800 339,900 378,600 394,400 413,800

75 242,400 294,200 340,400 379,300 394,800 414,100

76 243,000 294,600 341,000 379,900 395,300 414,300

77 243,600 294,800 341,300 380,300 395,600 414,500

78 244,300 295,200 341,800 380,800 395,900

79 245,000 295,400 342,200 381,400 396,200

80 245,600 295,700 342,700 381,900 396,500

81 246,100 295,900 343,100 382,400 396,700

82 246,700 296,100 343,600 383,000 397,000

83 247,300 296,500 344,100 383,500 397,300

84 247,900 296,800 344,600 383,800 397,500

85 248,500 297,100 344,900 384,300 397,700

86 249,000 297,400 345,400 384,800 398,000

87 249,500 297,700 345,900 385,200 398,300

88 250,100 298,100 346,300 385,500 398,500

89 250,600 298,400 346,600 385,900 398,700

90 251,200 298,800 347,000 386,400 399,000

91 251,700 299,100 347,500 386,800 399,300

92 252,100 299,500 347,900 387,200 399,500

93 252,400 299,700 348,100 387,500 399,700

94 299,900 348,500 388,000

95 300,300 349,000 388,400

96 300,700 349,400 388,800

97 300,900 349,600 389,100

98 301,200 350,000 389,700

99 301,600 350,400 390,100

100 302,000 350,800 390,500

101 302,200 351,100 390,800

102 302,500 351,500

103 302,900 351,900

104 303,200 352,300

105 303,400 352,800

106 303,700 353,200
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107 304,100 353,600

108 304,400 354,000

109 304,600 354,500

110 305,000 354,900

111 305,400 355,200

112 305,700 355,500

113 305,900 356,000

114 306,200

115 306,500

116 306,900

117 307,100

118 307,300

119 307,600

120 307,900

121 308,300

122 308,500

123 308,800

124 309,100

125 309,400

再任用職員 188,700 216,200 259,600 279,300 294,700 319,900

備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。
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議案第７８号

太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例を別紙のとおり制定したいので、議会の議決を求める。

令和５年１２月 ８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

地方自治法の一部改正及び佐賀県人事委員会勧告に基づき、太良町会計年度

任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正したいので、この案を

提出する。
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別紙

太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例（案）

太良町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年太良町条

例第１５号）の一部を次のように改正する。

第14条の次に次の1条を加える。

(勤勉手当)

第14条の2 給与条例第18条の規定は、任期が6箇月以上のフルタイム会計年度

任用職員について準用する。

2 前条第2項及び第3項の規定は、前項において準用する給与条例第18条の規定

による勤勉手当の支給について準用する。

第22条第1項中「以下この条」の次に「及び次条第1項」を加え、同条の次に

次の1条を加える。

(パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当)

第22条の2 給与条例第18条の規定は、任期が6箇月以上のパートタイム会計年

度任用職員について準用する。この場合において、同条第3項中「それぞれの

基準日現在において職員が受けるべき給料の月額及びこれに対する地域手当

の月額の合計額」とあるのは、「それぞれその基準日(退職し、又は死亡した

職員にあっては、退職し、又は死亡した日)以前6箇月以内のパートタイム会計

年度任用職員としての在職期間における報酬(フルタイム会計年度任用職員と

の権衡を考慮して規則で定める額を除く。)の1箇月当たりの平均額」と読み替

えるものとする。

2 前条第2項及び第3項の規定は、前項において準用する給与条例第18条の規定

による勤勉手当の支給について準用する。

別表第１を次のように改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。
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別表第１(第４条関係)

行政職給料表

職務の級 1級

号給 給料月級

円

1 162,100

2 163,300

3 164,500

4 165,600

5 166,700

6 167,900

7 169,000

8 170,100

9 171,100

10 172,500

11 173,900

12 175,200

13 176,400

14 177,900

15 179,500

16 181,100

17 182,200

18 183,600

19 185,100

20 186,500

21 187,800

22 190,200

23 192,400

24 194,700

25 196,900

26 198,600

27 200,300

28 201,900

29 203,300

30 204,900

31 206,400

32 207,900

33 209,300

34 210,600

35 211,800

36 213,000

37 214,200
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備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全てのフルタイム会計年度任用

職員に適用する。ただし、第29条に規定する会計年度任用職員を除く。
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議案第７９号

太良町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

の制定について

太良町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したい

ので、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

全世代対応型の持続的な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部

を改正する法律に基づき、太良町国民健康保険税条例の一部を改正したいので、

この案を提出する。
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別紙

太良町国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）

太良町国民健康保険税条例（昭和 34 年太良町条例第 95 号）の一部を次の

ように改正する。

第25条に次の1項を加える。

3 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第56条の89第4項に規

定する出産被保険者(以下「出産被保険者」という。)が属する場合における

当該納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額(第1項に規定

する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等

割額)は、当該所得割額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。(1)国民健康保

険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被保険者につき第4

条の規定により算定した所得割額の12分の1の額に、当該出産被保険者の出産

の予定日(地方税法施行規則第24条の30の5に定める場合には、出産の日。以

下同じ。)の属する月(以下「出産予定月」という。)の前月(多胎妊娠の場合

には、3月前)から出産予定月の翌々月までの期間(以下「産前産後期間」とい

う。)のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額

(2)国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 当

該出産被保険者につき第6条の規定により算定した被保険者均等割額(第1項

に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険

者均等割額)の12分の1の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該

年度に属する月数を乗じて得た額

(3)国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額 当該出産被保険者につき第8条の規定により算定した所得割額の12分の1

の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗

じて得た額

(4)国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 当該出産被保険者につき第9条の規定により算定した被保険者

均等割額(第1項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額)の12分の1の額に、当該出産被保険者の産前産後

期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額
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(5)国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額 当該

出産被保険者につき第10条の規定により算定した所得割額の12分の1の額

に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて

得た額

(6)国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割

額 当該出産被保険者につき第11条の規定により算定した被保険者均等割額

(第1項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額)の12分の1の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得た額

第26条の2の次に次の1条を加える。

(出産被保険者に係る届出)

第26条の3 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場

合には、次に掲げる事項を記載した届書を町長に提出しなければならない。

(1) 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号(行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する

個人番号をいう。以下同じ。)

(2) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号

(3) 出産の予定日

(4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別

(5) その他町長が必要と認める事項

2 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を添えな

ければならない。

(1) 出産の予定日を明らかにすることができる書類

(2) 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類

(3) 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と当該

出産に係る

子との身分関係を明らかにすることができる書類

3 第1項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の6月前から行う

ことができる。

4 第1項の規定にかかわらず、町長が、当該出産被保険者について同項各号に



33

掲げる事項及び第2項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認す

ることができる場合は、第1項の規定による届出を省略させることができる。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和6年1月1日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の太良町国民健康保険税条例の規定は、令和5年度分

の国民健康保険税のうち令和6年1月以後の期間に係るもの及び令和6年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和5年度分の国民健康保険税の

うち令和5年12月以前の期間に係るもの及び令和4年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。



３４

議案第８０号

太良町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について

太良町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、議会の議決を

求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の

一部が改正されたことに伴い条例の一部を改正する必要が生じたため、この案

を提出する。



３５

別紙

太良町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例

太良町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例(平

成26年太良町条例第18号)の一部を次のように改正する。

第4条第2項ただし書中「第19条第1項第3号」を「第19条第3号」に改め、同項第1号中

「第19条第1項各号」を「第19条各号」に改め、同項第2号中「第19条第1項第1号」を

「第19条第1号」に改め、同項第3号中「第19条第1項第2号」を「第19条第2号」に、「同

項第3号」を「同条第3号」に改める。

第7条第2項中「含む」の次に「。第40条第2項及び第42条第4項第1号において同じ」を

加える。

第15条第1項第2号中「11項」を「10項」に改め、同項第4号中「厚生労働大臣」を「内

閣総理大臣」に改める。

第20条第4号中「第19条第1項第1号」を「第19条第1号」に改める。

第36条第3項中「第6条第2項中」を「第6条第2項中「特定教育・保育施設(認定こども園

又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。)」とあるのは「特定教育・保育施設(特別

利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。)」と、」に改める。

第37条第1項中「同省令」を「同令」に改める。

第44条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



３６

議案第８１号

太良町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例の制定について

太良町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を別紙のとおり制定したいので、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準等の一部が改正されたことに

伴い条例の一部を改正する必要が生じたため、この案を提出する。



３７

別紙

太良町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例

太良町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26年太良町条例

第19号)の一部を次のように改正する。

目次中「第5章」の次に「第6章 雑則(第51条)」を加える。

第25条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

本則に次の1章を加える。

第6章 雑則

(電磁的記録)

第51条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の

有体物をいう。以下この条において同じ。)で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。)により行うことができる。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第８２号

太良町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定

について

太良町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

制定したいので、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

地方自治法の一部を改正する法律に基づき、太良町水道事業の設置等に関す

る条例の一部を改正したいので、この案を提出する。
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別紙

太良町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（案）

太良町水道事業の設置等に関する条例(昭和46年太良町条例第14号)の一部を

次のように改正する。

第5条中「第243条の２の２第８項」を「第243条の２の８第８項」に改め、

「賠償責任の免除について、」を「賠償責任の免除について」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第８３号

太良町簡易水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

太良町簡易水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり制定したいので、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

地方自治法の一部を改正する法律に基づき、太良町簡易水道事業の設置等に

関する条例の一部を改正したいので、この案を提出する。
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別紙

太良町簡易水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（案）

太良町簡易水道事業の設置等に関する条例(令和4年太良町条例第20号)の一部

を次のように改正する。

第5条中「第243条の２の２第８項」を「第243条の２の８第８項」に改め

る。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第８４号

太良町過疎地域持続的発展計画の変更について

太良町過疎地域持続的発展計画を別紙のとおり変更することについて、過疎

地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第８条第

１０項において準用する同条第１項の規定により、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

太良町過疎地域持続的発展計画に新たな事業を追加するため、この案を提案

する。
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別紙

太良町過疎地域持続的発展計画 新旧対照表

変更箇所 変更前 変更後（案）

31 頁 4行

32 頁 23 行

７ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

（１） （略）

（２）その対策

ア 児童福祉

○多様な教育・保育のニーズに合わせて

、障害児保育、延長保育など、適切なサービス

提供に努めます。また、子育てに関するボランティアの育成を

図り、子育て相互支援事業等を推進します。

（略）

（３）計画

事業計画（令和 3年度～令和 7年度）

持続的発展

施設区分

事業名

（施設名）
事業内容

事業

主体
備考

6 子育て環

境の確保、高

齢者等の保

健及び福祉

の向上及び

増進

(8) （略） （略） （略）

７ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

（１） （略）

（２）その対策

ア 児童福祉

○多様な教育・保育のニーズに合わせて、保育施設の整備・充実

を図るとともに、障害児保育、延長保育など、適切なサービス

提供に努めます。また、子育てに関するボランティアの育成を

図り、子育て相互支援事業等を推進します。

（略）

（３）計画

事業計画（令和 3年度～令和 7年度）

持続的発展

施設区分

事業名

（施設名）
事業内容

事業

主体
備考

6 子育て環

境の確保、高

齢者等の保

健及び福祉

の向上及び

増進

(1) 児童福

祉施設

保育所

(8) （略）

保育所等施設整備事業

（略）

太良町

（略）
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議案第８５号

辺地に係る総合整備計画の策定について

太良町辺地に係る総合整備計画について、辺地に係る公共的施設の総合整備

のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条

第１項の規定により、別紙のとおり策定したので、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

蕪田・柳谷辺地内の町道蕪田中尾線道路整備事業及び蕪田地区簡易水道施設

整備事業については、令和６年度から令和１０年度までの５年計画で、辺地対

策事業を適用し、辺地債を充当し整備したいので、辺地に係る公共的施設の総

合整備のための財政上の特別措置等に関する法律第３条第１項の規定により、

議会の議決の必要があるため、この案を提出する。
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別紙

総 合 整 備 計 画 書

佐賀県藤津郡太良町蕪田・柳谷辺地

(辺地の人口 88 人 面積 4.0 ㎢) 

1 辺地の概況

(1) 辺地を構成する町又は字の名称 太良町大字糸岐字蕪田、横川

(2) 地域の中心の位置 太良町大字糸岐 7176 番地 2

(3) 辺地度点数 113 点

2 公共的施設の整備を必要とする事情

当町の道路網は、有明海の海岸線に沿って南北に走る国道 207 号線とＪＲ長崎本線を

主軸に、県道多良岳公園線、１級町道など山間地域へ東西に伸びる縦横線が大半を占め

ている。よって、必然的に住宅、商業地域は国道沿線に広がり、主要な公共施設もこの

周辺に集中している。

当計画路線（町道蕪田中尾線）は、蕪田区、柳谷区、中尾区、大野区等の山間集落を

結ぶ重要な連絡路線であり、生活関連道路として重要な役割を果たしている。

しかしながら、当路線は幅員が狭いうえ、急カーブが多く、地域内に農地や鶏舎もあ

りトラックや飼料を積んだ大型トレーラー等が頻繁に通行するため、車両の離合等にも

支障をきたしており、常時危険と不便を強いられている。

また、蕪田地区においては、水道建設当時の配水管が現在も埋設されており、経年劣

化による漏水が原因となり有収率が低下している状況である。

したがって、当路線の拡幅・改良・舗装事業及び管路の更新工事を行うことにより、

地域振興対策として住民の生活文化の向上はもとより、地域住民の通行の安全確保、さ

らには火災、急患等発生時における機動力の強化が期待される。

3 公共的施設の整備計画

令和６年度から令和１０年度までの５年間

（単位：千円）

施 設 名
事 業

主体名
事業費

財源内訳 一般財源のうち辺地

対策事業債の予定額特定財源 一般財源

町道蕪田中尾線

改良事業
太良町 121,060 121,060 114,900

蕪田地区簡易水道施設

整備事業
太良町 95,000 95,000 47,300

合 計 216,060 216,060 162,200



４６

議案第８６号

佐賀県市町総合事務組合規約の変更について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、佐賀県

東部環境施設組合を退職手当の支給に関する事務の共同処理に参加させるため、佐

賀県市町総合事務組合規約を次のとおり変更することについて、同法第２９０条の

規定により議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

（提案理由）

佐賀県市町総合事務組合規約を変更する必要があるので、この案を提出する。

佐賀県市町総合事務組合規約の一部を変更する規約（案）

佐賀県市町総合事務組合規約（平成１９年佐賀県指令１８市町村第０１００１４

号）の一部を次のように変更する。

別表第２第３条第１号に関する事務の項中「神埼市・吉野ヶ里町葬祭組合」を

「神埼市・吉野ヶ里町葬祭組合 佐賀県東部環境施設組合」に改める。

附 則

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定に

よる知事の許可のあった日から施行する。



４７

議案第８７号

指定管理者の指定について

次の施設の指定管理者を指定することにつき、地方自治法第２４４条の２第６項

の規定により、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

記

施設の名称 指定する団体 指定の期間

太良町中山キャンプ場
太良町大字多良 1422 番地

太良美装 代表 江川 栄二

令和 6 年 4 月 1 日から

令和 9 年 3 月 31 日まで

（提案理由）

太良町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第４条の規定に

より、太良町中山キャンプ場の指定管理者の候補者を選定したので、この案を提出

する。
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議案第８８号

指定管理者の指定について

次の施設の指定管理者を指定することにつき、地方自治法第２４４条の２第

６項の規定により、議会の議決を求める。

令和５年１２月８日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

記

施設の名称 指定する団体 指定の期間

太良町自然休養村管理セン

ター

太良町大字多良 1422 番地

太良美装

代表 江川 栄二

令和 6 年 4 月 1 日から

令和 9 年 3 月 31 日まで

太良町野外音楽堂

太良町営野球場

太良町営テニスコート

太良町営屋内プール

太良町民体育センター

道越環境広場

健康広場ゲートボール場

太良町Ｂ＆Ｇ海洋センター

運動広場

太良町Ｂ＆Ｇ海洋センター

体育館

太良町Ｂ＆Ｇ海洋センター

第２体育館

太良町弓道場

（提案理由）

太良町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第４条の規定によ

り、太良町社会教育施設等の指定管理者の候補者を選定したので、この案を提出す

る。















































































































































































２ – ６ 

追 加 日 程

日 程 件 名

追加日程第 １ 議案上程

町長提案 議案第９６号～議案第９７号

町長の提案理由の説明

追加日程第 ２ 議案第９６号 教育委員会教育長の任命について

追加日程第 ３ 議案第９７号 令和５年度太良町一般会計補正予算（第７号）について

追加日程第 ４ 発議第 ３号 太良町議会議員の請負の状況の公表に関する条例の制定について



３－２

追 加 提 出 議 案 目 録

議案第９６号 教育委員会教育長の任命について

議案第９７号 令和５年度太良町一般会計補正予算（第７号）について

上記のとおり

令和５年１２月１５日

太良町長 永 淵 孝 幸



３－３

追 加 提 出 議 案 目 録

発議第 ３号 太良町議会議員の請負の状況の公表に関する条例の制定について

上記のとおり

令和５年１２月１５日

太良町議会議長 江 口 孝 二



議案第９６号

教育委員会教育長の任命について

下記の者を太良町教育委員会教育長に任命したいので、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定に基

づき、議会の同意を求める。

令和５年１２月１５日提出

太良町長 永 淵 孝 幸

記

住 所

氏 名 岡 陽子

生年月日

（提案理由）

令和５年１２月２３日をもって退職する松尾雅晴氏の後任として、岡陽子氏

を教育委員会教育長として任命することについて議会の同意を得たいので、こ

の案を提出する。

















発議第３号

令和５年１２月１５日

太良町議会議長

江 口 孝 二 様

提出者 太良町議会議員 坂 口 久 信

賛成者 太良町議会議員 大 鋸 美 里

〃 〃 森 田 政 則

〃 〃 峰 正 雄

〃 〃 山 口 一 生

〃 〃 待 永 るい子

〃 〃 竹 下 泰 信

〃 〃 田 川 浩

〃 〃 所 賀 

〃 〃 川 下 武 則

太良町議会議員の請負の状況の公表に関する条例の制定について

太良町議会会議規則第１４条第１項及び第２項の規定により、上記の議案を別紙の

とおり提出する。



太良町議会議員の請負の状況の公表に関する条例（案）

（目的）

第１条 この条例は、太良町議会議員（以下「議員」という。）が太良町に対し請

負（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９２条の２に規定する請負をいう。

以下同じ。）をする者又はその支配人である場合における請負の状況を公表する

こと等により、請負の状況の透明性を確保し、もって議会の運営の公正及び事務

の執行の適正を図ることを目的とする。

（報告）

第２条 議員は、毎年６月１日から同月３０日までの間（当該期間内に任期満了又

は議会の解散による任期終了により議員でない期間がある者で当該任期満了又は

議会の解散による選挙により再び議員となったものにあっては、再び議員となっ

た日から起算して３０日を経過する日までの間）に、当該６月３０日の属する会

計年度の前会計年度（議員である期間に限る。第１号エにおいて同じ。）におけ

る太良町に対する請負（当該前会計年度において支払を受けたものに限る。）に

ついて、議長に対し、次に掲げる事項を報告しなければならない。

(1) 請負ごとに、それぞれ次に掲げる事項

ア 請負の対象とする役務、物件等

イ 契約締結日

ウ 契約金額（契約金額が定められている請負に限る。）

エ 当該６月３０日の属する会計年度の前会計年度において支払を受けた総額

(2) 前号エに掲げる総額の合計額

２ 議員は、前項の規定による報告を訂正する必要があるときは、議長に、当該訂

正の内容を届け出なければならない。

（報告の一覧の作成及び公表）

第３条 議長は、前条第１項の規定による報告（同条第２項の規定による訂正があ

った場合にあっては、当該訂正後の報告）の一覧を作成し、公表しなければなら

ない。

（報告等の保存及び閲覧等)

第４条 第２条の規定による報告及び訂正は、議長において、当該報告をすべき期

限の翌日から起算して５年を経過する日まで保存しなければならない。



２ 何人も、議長に対し、前項の規定により保存されている報告及び訂正の閲覧又

は写しの交付を請求することができる。

（委任）

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、議長が定める。

附 則

（施行期日）

この条例は、公布の日から施行し、令和５年４月１日に始まる会計年度における

請負から適用する。
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